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「公共建築工事品質確保技術者の資格制度に関する要綱」一部改正について（新旧対照表） 
 

改正案 現 行 

（受験資格要件） 
第５条 前条の資格試験を受験することができる者の資格要件は次のとおりとする。 
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ア）公共建築工事（別表）の発注機関（注１）における実務経験のうち、以下

の①～②のいずれかの項目に該当する者。 

①公共建築工事の発注関係事務に指導的立場（注２）で５年以上の経験を

有する者。 

②公共建築工事の発注関係事務に担当者として 12 年以上の経験を有

する者。 

イ）建設コンサルタント等（注３）における実務経験のうち、以下の①～⑧の

いずれかの項目に該当する者。 

①公共建築工事の設計業務、積算業務、監督業務又は検査業務（以下、

「設計業務等」という。）の管理技術者（当該業務に係る契約の履行

に関する管理及び統括を行う者をいう。以下同じ。）として５年以上

の経験を有する者。 

②公共建築工事における総合評価落札方式（品確法第３条第２項に規

定する「価格及び品質が総合的に優れた内容の契約」を前提とした

入札方式をいう。以下同じ。）に係る技術審査業務（注４）の管理技術

者として５年以上の経験を有する者。 

③公共建築工事の設計業務等における総合評価落札方式、プロポーザ

ル方式又はそれに準ずる方式（価格以外の技術的要素について評価

するものをいう。以下、同じ。）に係る技術審査業務（注４）の管理技

術者として５年以上の経験を有する者。 

④公共建築工事におけるＣＭ業務（注５）の管理技術者として５年以上の

経験を有する者。 

⑤公共建築工事における発注関係事務を支援する業務の管理技術者

として５年以上の経験を有する者。 

⑥公共建築工事における事業促進ＰＰＰ（注 6）の管理技術者又は主任技

術者（注 7）として５年以上の経験を有する者。 

⑦公共建築工事の調査業務又は設計業務において、総合評価落札方

式、プロポーザル方式又はそれに準ずる方式により発注された業務

の管理技術者又は主任技術者（注８）として５年以上の経験を有する

者。 

⑧①～⑦の業務の担当技術者として１２年以上の経験を有する者。 

ウ）建設業許可業者における実務経験のうち、以下の①～②のいずれかの

項目に該当する者。 

①公共建築工事の主任技術者（建設業法第２６条第１項に定める者を

いう。以下同じ。）又は監理技術者（建設業法第２６条第２項に定め

る者をいう。以下同じ。）として５年以上の経験を有する者。 

②公共建築工事の施工管理に関する担当者として 12 年以上の経験を

有する者。 
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（受験資格要件） 
第５条 前条の資格試験を受験することができる者の資格要件は次のとおりとする。 
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ア）公共建築工事（別表）の発注機関（注１）における実務経験のうち、以下

の①～②のいずれかの項目に該当する者。 

①公共建築工事の発注関係事務に指導的立場（注２）で５年以上の経験を

有する者。 

②公共建築工事の発注関係事務に担当者として 12 年以上の経験を有

する者。 

イ）建設コンサルタント等（注３）における実務経験のうち、以下の①～⑧の

いずれかの項目に該当する者。 

①公共建築工事の設計業務、積算業務、監督業務又は検査業務（以下、

「設計業務等」という。）の管理技術者（当該業務に係る契約の履行

に関する管理及び統括を行う者をいう。以下同じ。）として５年以上

の経験を有する者。 

②公共建築工事における総合評価落札方式（品確法第３条第２項に規

定する「価格及び品質が総合的に優れた内容の契約」を前提とした

入札方式をいう。以下同じ。）に係る技術審査業務（注４）の管理技術

者として５年以上の経験を有する者。 

③公共建築工事の設計業務等における総合評価落札方式、プロポーザ

ル方式又はそれに準ずる方式（価格以外の技術的要素について評価

するものをいう。以下、同じ。）に係る技術審査業務（注４）の管理技

術者として５年以上の経験を有する者。 

④公共建築工事におけるＣＭ業務（注５）の管理技術者として５年以上の

経験を有する者。 

⑤公共建築工事における発注関係事務を支援する業務の管理技術者

として５年以上の経験を有する者。 

⑥公共建築工事における事業促進ＰＰＰ（注 6）の管理技術者又は主任技

術者（注 7）として５年以上の経験を有する者。 

⑦①～⑥の業務の担当技術者として１２年以上の経験を有する者。 

⑧公共建築工事の調査業務又は設計業務の総合評価落札方式、プロポ

ーザル方式又はそれに準ずる方式において技術提案を作成した経

験を有し、かつ総合評価落札方式、プロポーザル方式又はそれに準

ずる方式により発注された調査業務又は設計業務の管理技術者と

して５年以上の経験を有する者。 

ウ）建設業許可業者における実務経験のうち、以下の①～②のいずれかの

項目に該当する者。 

①公共建築工事の主任技術者（建設業法第２６条第１項に定める者を

いう。以下同じ。）又は監理技術者（建設業法第２６条第２項に定め

る者をいう。以下同じ。）として５年以上の経験を有する者。 

②公共建築工事の施工管理に関する担当者として 12 年以上の経験を

有する者。 
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一級建築士、建築設備士、電気主任技術者（第一種、第二種、第三種）、建

築積算士又は一級施工管理技士（建築、電気工事、管工事）の資格を有し、

かつ、以下の要件のうち１項目以上に該当すること。 
ア）公共建築工事（別表）の発注機関（注１）において総合評価落札方式、プ

ロポーザル方式又はそれに準ずる方式に係る審査事務に指導的立場（注

２）で２年以上の経験を有する者。 
イ）建設コンサルタント等（注３）における実務経験のうち、以下の①～⑦の

いずれかの項目に該当する者。 
①公共建築工事における総合評価落札方式に係る技術審査業務（注４）の

管理技術者として２年以上の経験を有する者。 
②公共建築工事の設計業務等における総合評価落札方式、プロポーザ

ル方式又はそれに準ずる方式に係る技術審査業務（注４）の管理技術者

として２年以上の経験を有する者。 

③公共建築工事におけるＣＭ業務（注５）の管理技術者として２年以上の

経験を有する者。 

④公共建築工事における発注関係事務を支援する業務の管理技術者

として２年以上の経験を有する者。 

⑤公共建築工事における事業促進ＰＰＰ（注 6）の管理技術者又は主任技

術者（注 7）として２年以上の経験を有する者。 

⑥公共建築工事の調査業務又は設計業務において、総合評価落札方

式、プロポーザル方式又はそれに準ずる方式により発注された業務

の管理技術者又は主任技術者（注８）として２年以上の経験を有する

者。 
⑦①～⑥のいずれかの管理技術者を指導する立場（注９）で２年以上の経

験を有する者。 
ウ）建設業許可業者における実務経験のうち、以下の①又は②のいずれか

の項目に該当する者。 
①公共建築工事の総合評価落札方式において技術提案を作成した経

験を有し、かつ総合評価落札方式により発注された公共建築工事の

監理技術者として２年以上の経験を有する者。 
②①の監理技術者を指導する立場（注１０）で２年以上の経験を有する者。 

エ）公共建築品確技術者（Ⅱ）の登録を行った者であって、Ｂ要件のア)～

ウ）に掲げるいずれかの経験を１年以上有する者。 
オ）公共建築工事の発注機関（注 1）における総合評価落札方式、プロポーザ

ル方式又はそれに準ずる方式に係る委員会の外部委員（注 1１）としての

委嘱された期間が１年以上ある者。 
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一級建築士、建築設備士、電気主任技術者（第一種、第二種、第三種）、建

築積算士又は一級施工管理技士（建築、電気工事、管工事）の資格を有し、

かつ、以下の要件のうち１項目以上に該当すること。 
ア）公共建築工事（別表）の発注機関（注１）において総合評価落札方式、プ

ロポーザル方式又はそれに準ずる方式に係る審査事務に指導的立場（注

２）で２年以上の経験を有する者。 
イ）建設コンサルタント等（注３）における実務経験のうち、以下の①～⑦の

いずれかの項目に該当する者。 
①公共建築工事における総合評価落札方式に係る技術審査業務（注４）の

管理技術者として２年以上の経験を有する者。 
②公共建築工事の設計業務等における総合評価落札方式、プロポーザ

ル方式又はそれに準ずる方式に係る技術審査業務（注４）の管理技術者

として２年以上の経験を有する者。 

③公共建築工事におけるＣＭ業務（注５）の管理技術者として２年以上の

経験を有する者。 

④公共建築工事における発注関係事務を支援する業務の管理技術者

として２年以上の経験を有する者。 

⑤公共建築工事の調査業務又は設計業務の総合評価落札方式、プロポ

ーザル方式又はそれに準ずる方式において技術提案を作成した経

験を有し、かつ総合評価落札方式、プロポーザル方式又はそれに準

ずる方式により発注された調査業務又は設計業務の管理技術者と

して２年以上の経験を有する者。 
⑥公共建築工事における事業促進ＰＰＰ（注 6）の管理技術者又は主任技

術者（注 7）として２年以上の経験を有する者。 

⑦①～⑥のいずれかの管理技術者を指導する立場（注 8）で２年以上の経

験を有する者。 
ウ）建設業許可業者における実務経験のうち、以下の①又は②のいずれか

の項目に該当する者。 
①公共建築工事の総合評価落札方式において技術提案を作成した経

験を有し、かつ総合評価落札方式により発注された公共建築工事の

監理技術者として２年以上の経験を有する者。 
②①の監理技術者を指導する立場（注 9）で２年以上の経験を有する者。 

エ）公共建築品確技術者（Ⅱ）の登録を行った者であって、Ｂ要件のア)～

ウ）に掲げるいずれかの経験を１年以上有する者。 
オ）公共建築工事の発注機関（注 1）における総合評価落札方式、プロポーザ

ル方式又はそれに準ずる方式に係る委員会の外部委員（注 10）としての

委嘱された期間が１年以上ある者。 
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２ 各要件における経験年数は、次のとおり合算することができる。 
区分 経 験 年 数 の 合 算 

Ａ要件 

ア）の①、イ）の①～⑦及びウ）の①の経験年数は合算することができ、５年以上とする。 
ア）②、イ）⑧、ウ）②の経験年数は合算することができ、12年以上とする。 
（管理技術者等注）の５年未満の経験についても合算できる。） 
 

注）管理技術者等の等とは、発注者としての指導する立場、施工業者の監理技術者としての経験をいう。 

Ｂ要件 
ア）、イ）、ウ）の経験年数は合算することができ、２年以上とする。ただし、エ）の場合にお

いては、ア）、イ）、ウ）の経験年数は合算することができない。 

 ※経験年数の算定に当たって、同期間に複数の業務を担当した場合については、重複して期間を合算することはできない。 

 

 (別表) 

1)建築工事   2)電気設備工事   3)機械設備工事 

 

（注１）公共建築工事の発注機関とは、入契法第２条第２項に規定する国、地方公共団体及び特殊法人等（首都高速道

路（株）、新関西国際空港（株）、中間貯蔵・環境安全事業（株）、中日本高速道路（株）、成田国際空港（株）、

西日本高速道路（株）、阪神高速道路（株）、東日本高速道路（株）、本州四国連絡高速道路（株）、沖縄科学技

術大学院大学学園、日本中央競馬会、国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構、国立研究開発法人科学技術振

興機構、国立研究開発法人情報通信研究機構、国立研究開発法人森林研究・整備機構、国立研究開発法人日本

原子力研究開発機構、（独）空港周辺整備機構、（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構、（独）国際協力機構、

（独）国立科学博物館、（独）国立高等専門学校機構、（独）国立女性教育会館、（独）国立青少年教育振興機

構、（独）国立美術館、（独）国立文化財機構、（独）自動車事故対策機構、（独）中小企業基盤整備機構、（独）

鉄道建設・運輸施設整備支援機構、（独）都市再生機構、（独）日本学生支援機構、（独）日本芸術文化振興会、

（独）日本高速道路保有・債務返済機構、（独）日本スポーツ振興センター、（独）水資源機構及び（独）労働

者健康安全機構）並びに国立大学法人、（独）国立病院機構、地方共同法人日本下水道事業団、地方道路公社

法に基づく地方道路公社、地方住宅供給公社法に基づく地方住宅供給公社及び公有地の拡大の推進に関する法

律に基づく土地開発公社をいう。 

（注２）指導的立場とは、公共建築工事の発注機関（注１）において当該事務を管理及び統括する立場をいう。 

（注３）建設コンサルタント等とは、公共建築工事の発注機関（注１）から建設コンサルタント業務等を受注した実績の

ある法人をいう。 

（注４）技術審査業務とは、公共建築工事又は公共建築工事の設計業務等の発注資料の作成から技術資料の分析・整理

までの一連の業務をいう。 

（注５）ＣＭ業務とは、建設生産に関わるプロジェクトにおいて、コンストラクションマネージャー（ＣＭＲ）が、技

術的な中立性を保ちつつ発注者の側に立って、設計・発注・施工の各段階において、設計の検討や工事発注方

式の検討、工程管理、品質管理、コスト管理などの各種のマネジメント業務の全部又は一部を行うものをいう

（平成１４年２月：ⅭⅯ方式活用ガイドライン）。 

（注６）「事業促進 PPP」とは、事業促進を図るため、直轄職員が柱となり、官民がパートナーシッ 

プを組み、官民双方の技術者が有する多様な知識・豊富な経験を融合させながら、事業全体 

計画の整理、測量・調査・設計業務等の指導・調整等、地元及び関係行政機関等との協議、 

事業管理等、施工管理等を行う方式をいう（平成 31 年 3 月（令和 3 年 3 月一部改正）：国土交通省直轄の事

業促進 PPP に関するガイドライン）。 

（注７）「主任技術者」とは、事業促進 PPP において管理技術者のもとで業務の執行にあたり、主に 

技術上の管理をつかさどる者で、受注者が定めた者（管理技術者、担当技術者を除く）をい 

う。 

（注８）「主任技術者」とは、総合評価落札方式、プロポーザル方式又はそれに準ずる方式により発注された調査業務

又は設計業務において、管理技術者のもとで業務の執行にあたり、主に技術上の管理をつかさどる者で、受注

２ 各要件における経験年数は、次のとおり合算することができる。 
区分 経 験 年 数 の 合 算 

Ａ要件 

ア）の①、イ）の①～⑥及び⑧並びにウ）の①の経験年数は合算することができ、５年以上と
する。 
ア）②、イ）⑦、ウ）②の経験年数は合算することができ、12 年以上とする。（管理技術者等
（注）の５年未満の経験についても合算できる。） 

Ｂ要件 
ア）、イ）、ウ）の経験年数は合算することができ、２年以上とする。ただし、エ）の場合にお

いては、ア）、イ）、ウ）の経験年数は合算することができない。 

 ※経験年数の算定に当たって、同期間に複数の業務を担当した場合については、重複して期間を合算することはできない。 

（注）発注者としての指導する立場、施工業者としての管理技術者としての経験をいう。 

 

 (別表) 

1)建築工事   2)電気設備工事   3)機械設備工事 

 

（注１）公共建築工事の発注機関とは、入契法第２条第２項に規定する国、地方公共団体及び特殊法人等（首都高速道

路（株）、新関西国際空港（株）、中間貯蔵・環境安全事業（株）、中日本高速道路（株）、成田国際空港（株）、

西日本高速道路（株）、阪神高速道路（株）、東日本高速道路（株）、本州四国連絡高速道路（株）、沖縄科学技

術大学院大学学園、日本中央競馬会、国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構、国立研究開発法人科学技術振

興機構、国立研究開発法人情報通信研究機構、国立研究開発法人森林研究・整備機構、国立研究開発法人日本

原子力研究開発機構、（独）空港周辺整備機構、（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構、（独）国際協力機構、

（独）国立科学博物館、（独）国立高等専門学校機構、（独）国立女性教育会館、（独）国立青少年教育振興機

構、（独）国立美術館、（独）国立文化財機構、（独）自動車事故対策機構、（独）中小企業基盤整備機構、（独）

鉄道建設・運輸施設整備支援機構、（独）都市再生機構、（独）日本学生支援機構、（独）日本芸術文化振興会、

（独）日本高速道路保有・債務返済機構、（独）日本スポーツ振興センター、（独）水資源機構及び（独）労働

者健康安全機構）並びに国立大学法人、（独）国立病院機構、地方共同法人日本下水道事業団、地方道路公社

法に基づく地方道路公社、地方住宅供給公社法に基づく地方住宅供給公社及び公有地の拡大の推進に関する法

律に基づく土地開発公社をいう。 

（注２）指導的立場とは、公共建築工事の発注機関（注１）において当該事務を管理及び統括する立場をいう。 

（注３）建設コンサルタント等とは、公共建築工事の発注機関（注１）から建設コンサルタント業務等を受注した実績の

ある法人をいう。 

（注４）技術審査業務とは、公共建築工事又は公共建築工事の設計業務等の発注資料の作成から技術資料の分析・整理

までの一連の業務をいう。 

（注５）ＣＭ業務とは、建設生産に関わるプロジェクトにおいて、コンストラクションマネージャー（ＣＭＲ）が、技

術的な中立性を保ちつつ発注者の側に立って、設計・発注・施工の各段階において、設計の検討や工事発注方

式の検討、工程管理、品質管理、コスト管理などの各種のマネジメント業務の全部又は一部を行うものをいう

（平成１４年２月：ⅭⅯ方式活用ガイドライン）。 

（注６）「事業促進 PPP」とは、事業促進を図るため、直轄職員が柱となり、官民がパートナーシッ 

プを組み、官民双方の技術者が有する多様な知識・豊富な経験を融合させながら、事業全体 

計画の整理、測量・調査・設計業務等の指導・調整等、地元及び関係行政機関等との協議、 

事業管理等、施工管理等を行う方式をいう（平成 31 年 3 月（令和 3 年 3 月一部改正）：国土交通省直轄の事

業促進 PPP に関するガイドライン）。 

（注７）「主任技術者」とは、事業促進 PPP において管理技術者のもとで業務の執行にあたり、主に 

技術上の監理をつかさどる者で、受注者が定めた者（管理技術者、担当技術者を除く）をい 

う。 
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者が定めた者（管理技術者、担当技術者を除く）をいう。 

（注９）指導する立場とは、当該管理技術者を管理及び統括する立場をいう。 

  （注１０）指導する立場とは、当該監理技術者を管理及び統括する立場をいう。 

（注１１）外部委員とは当該委員会を設置した公共建築工事の発注機関に所属していない委員をいう。 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

（注８）指導する立場とは、当該管理技術者を管理及び統括する立場をいう。 

  （注９）指導する立場とは、当該監理技術者を管理及び統括する立場をいう。 

（注１０）外部委員とは当該委員会を設置した公共建築工事の発注機関に所属していない委員をいう。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 


